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	御意見

	　障害者権利条約は、第24条において、教育についての障害者の権利を認め、この権利を差別なしに、かつ、機会の均等を基礎として実現するため、障害者を包容するあらゆる段階の教育制度及び生涯学習を確保する、としている。その権利の実現に当たり、障害者が障害に基づいて一般的な教育制度から排除されないこと及び障害のある児童が障害に基づいて無償のかつ義務的な初等教育から又は中等教育から排除されないことを確保する、としている。
　上記の認識のもと、政府報告は、現在の障害者の教育の深刻な実態について反映しておらず、不十分な記述になっている。以下のように加筆修正されたい。
該当箇所　　第24条教育156・157

意見1　156で報告は「通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった、連続性のある『多様な学びの場』が整備されている」とあるが、障害のある子どもの教育の場は不充分であり整備されているとは言えない現状であり、その旨を課題として明記すべきである。
意見２　通級の学級在籍の障害のある子どもが通常の学級で学ぶために必要な教育条件は、不十分であり整備されているとは言えない現状にあり改善が必要である。特別支援教育支援員と通級指導教室を充実し、障害のある子どものニーズにこたえた柔軟な支援システムの充実が必要であり、その旨を課題として明記すべきである。
理由２　文部科学省調査でも通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教育的支援を必要とする子どもは、約66万人１校あたり21人である。これに対し、特別支援教育支援員は、1校あたり1.24人しか配置されていない。他の文部科学省調査でも、「知的発達に遅れはないものの学習面又は行動面で著しい困難を示すとされた子ども」の87.2％が、特別支援教育支援員の支援対象でないと報告されている。
意見３　障害のある子どもが通常の学級に在籍しながら，障害の状態に応じた指導を受ける場である通級指導教室はおおよそ10校に1校の設置であり、中学校の設置数は特に少なく、不十分のままであり整備されているとは言えない現状にあり、その旨を課題として明記すべきである。
理由３　通級指導教室で指導を受けている児童生徒数は83,750人とあるが、これは通級指導教室を必要とする子どもの6.2％にすぎず、通級指導教室を受けている子どもの半数は、週1時間以下の指導であり極めて貧弱である。
意見４　特別支援学級の学級数や特別支援学校の学校数が増加するとともに、特別支援学級や特別支援学校に在籍する子どもが急増している現状があり、その旨を課題として明記すべきである。
理由４　2003年度から2013年度までの10年間に、特別支援学級数は1.6倍、特別支援学級在籍者数は2.0倍増えている。9万名近い子どもの増加は、特別支援学級を選ぶ子ども・親が増えただけでは説明がつかない数字であり、障害のある子どもが通常の学校から排除されたためと考えられる。
2003年度から2013年度までの10年間に、特別支援学校数は1.1倍に、特別支援学校在籍者数は1.4倍に増えている。増加の多くは転入転入学であり、中学部1年、高等部1年に顕著である。この期間、全子ども数が約130万人減少するなかで、特別支援学級在籍者数が2倍、特別支援学校在籍者数が1.4倍の増加は特筆すべきである。
意見５　特別支援学校は在籍する子どもの急増に対し教育条件の整備は劣悪である。知的障害特別支援学校で顕著であり,その原因が特別支援学校に学校設置基準がないことであり、その旨を課題として明記すべきである。
理由５　特別支援学校に必要とされる面積に対し実際の保有面積は3分の2である。学校種別ごとの保有面積の充足率を経年で比較すると、特別支援学校の教育条件の悪さが際立つ。他の学校種別は充足率の改善が見られるのに、特別支援学校はほぼ横ばいである。他の学校種では考えられない劣悪さである。



